
財務省訓令第〇〇号 

 

財務省行政文書管理規則の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

令和７年〇月〇日 

 

 

 財務大臣 加藤 勝信    

 

財務省行政文書管理規則の一部を改正する訓令 

 

財務省行政文書管理規則（平成 23 年財務省訓令第 10 号）の一部を次のように改正する。 

 

別表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改める。 

 

附 則 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 
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（別添） 

改正後 改正前 

別表第１ 行政文書の保存期間基準 

事 項 業務の区分 当該業務に係る行政文書の類

型（令別表の該当項） 

保存 

期間 

具体例 

法令の制定又は改廃及びその経緯 

１ 法 律 の 制 定

又 は 改 廃 及

びその経緯 

⑴～⑸［略］

⑹官報公示そ

の他の公布

官報公示に関する文書その他

の公布に関する文書（一の項

ト） 

20 年 ・官報

・公布裁可書（御署名原本）

⑺［略］

２ 条 約 そ の 他

の 国 際 約 束

の 締 結 及 び

その経緯 

⑴～⑸［略］

⑹官報公示そ

の他の公布

官報公示に関する文書その他

の公布に関する文書（二の項

ニ） 

20 年 

（保存期

間満了時

の措置を

廃棄の措

置と定め

た 文 書

（経済協

力関係等

で定型化

し、重要

性がない

もの）に

ついては

30 年） 

・官報

・公布裁可書（御署名原本）

３ 政 令 の 制 定

又 は 改 廃 及

びその経緯 

⑴～⑸［略］

⑹官報公示そ

の他の公布

官報公示に関する文書その他

の公布に関する文書（一の項

ト） 

20 年 ・官報

・公布裁可書（御署名原本）

⑺［略］

４ 省 令 そ の 他

の 規 則 の 制

定 又 は 改 廃

及 び そ の 経

緯 

⑴～⑶［略］

⑷官報公示 官報公示に関する文書（一の

項ト） 

20 年 ・官報

⑸［略］

別表第１ 行政文書の保存期間基準 

事 項 業務の区分 当該業務に係る行政文書の

類型（令別表の該当項） 

保存 

期間 

具体例 

法令の制定又は改廃及びその経緯 

１ 法律の制定

又は改廃及

びその経緯 

⑴～⑸［同左］

⑹官報公示そ

の他の公布

官報公示に関する文書その

他の公布に関する文書（一

の項ト） 

20 年 ・官報の写し

・公布裁可書（御署名原本）

⑺［同左］

２ 条約その他

の国際約束

の締結及び

その経緯 

⑴～⑸［同左］

⑹官報公示そ

の他の公布

官報公示に関する文書その

他の公布に関する文書（二

の項ニ） 

20 年 

（保存期

間満了時

の措置を

廃棄の措

置と定め

た 文 書

（経済協

力関係等

で定型化

し、重要

性がない

もの）に

ついては

30 年） 

・官報の写し

・公布裁可書（御署名原本）

３ 政令の制定

又は改廃及

びその経緯 

⑴～⑸［同左］

⑹官報公示そ

の他の公布

官報公示に関する文書その

他の公布に関する文書（一

の項ト） 

20 年 ・官報の写し

・公布裁可書（御署名原本）

⑺［同左］

４ 省令その他

の規則の制

定又は改廃

及びその経

緯 

⑴～⑶［同左］

⑷官報公示 官報公示に関する文書（一

の項ト） 

20 年 ・官報の写し

⑸［同左］
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５～13［略］ 

その他の事項 

14 告示、訓令及

び 通 達 の 制

定 又 は 改 廃

及 び そ の 経

緯 

⑴告示の立案

の検討その

他の重要な

経緯（１の

項から 13

の項までに

掲げるもの

を除く。）

①～④［略］

⑤官報公示に関する文書（二

十の項ハ）

10 年 ・官報

⑵［略］

15 予算及び決

算に関する

事項 

⑴［略］

⑵歳入及び歳

出の決算報

告書並びに

国の債務に

関する計算

書の作製そ

の他の決算

に関する重

要 な 経 緯

（５の項⑵

及び⑷に掲

げるものを

除く。）

①［略］

②会計検査院に提出又は送付

した計算書及び証拠書類

（二十二の項ロ）

５年 ・計算書

・証拠書類

（※会計検査院保有のものを

除く。） 

課税仕入

れ等の税

額の控除

に係る適

格請求書

を受領し

た日又は

提供を受

けた日の

属する課

税 期 間

（会計年

度）の末

日の翌日

から５月

を経過し

た日に係

る特定日

以後７年 

・課税仕入れ等の税額の控除

に係る受領した適格請求書

③～⑤［略］

16～28［略］ 

29 契約に関 

する事項 

契約に関す

る重要な経

緯（１の項

から 28 の項

契約に係る決裁文書及びその

他契約に至る過程が記録され

た文書 

契約が終

了する日

に係る特

定日以後

・仕様書案

・協議

・調整経緯

５～13［同左］ 

その他の事項 

14 告示、訓令及

び通達の制

定又は改廃

及びその経

緯 

⑴告示の立案

の検討その

他の重要な

経緯（１の

項から13の

項までに掲

げるものを

除く。）

①～④［同左］

⑤官報公示に関する文書

（二十の項ハ） 

10 年 ・官報の写し

⑵［同左］

15 予算及び決

算に関する

事項 

⑴［同左］

⑵歳入及び歳

出の決算報

告書並びに

国の債務に

関する計算

書の作製そ

の他の決算

に関する重

要 な 経 緯

（５の項⑵

及び⑷に掲

げるものを

除く。）

①［同左］

②会計検査院に提出又は送

付した計算書及び証拠書

類（二十二の項ロ）

５年 ・計算書

・証拠書類

（※会計検査院保有のものを除

く。） 

課税仕入

れ等の税

額の控除

に係る適

格請求書

を受領し

た日又は

提供を受

けた日の

属する課

税 期 間

（会計年

度）の末

日の翌日

から２月

を経過し

た日に係

る特定日

以後７年 

・課税仕入れ等の税額の控除に

係る受領した適格請求書

③～⑤［同左］

16～28［同左］ 

29 契約に関 

する事項 

契約に関す

る重要な経

緯（１の項

から 28 の項

契約に係る決裁文書及び

その他契約に至る過程が

記録された文書 

契約が終

了する日

に係る特

定日以後

・仕様書案

・協議

・調整経緯
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までに掲げ

るものを除

く。） 

５年 

適格請求

書を交付

した日又

は提供し

た日の属

する課税

期間

（ 会計

年度）の

末日の翌

日から５

月を経過

した日に

係る特定

日以後７

年 

・交付した適格請求書の写し

別表第２［略］ 

までに掲げ

るものを除

く。） 

５年 

適格請求

書を交付

した日又

は提供し

た日の属

する課税

期間

（ 会計

年度）の

末日の翌

日から２

月を経過

した日に

係る特定

日以後７

年 

・交付した適格請求書の写し

別表第２［同左］ 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 




